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 令和６年度庁議報告事項 

 第２２回庁議（２０２５年２月１８日）              総務部総務課 

                               

【件名】東日本大震災の影響により区内に避難している被災者への支援について 

 

【要旨】(目的・内容・対象・時期・今後の方向等） 

区では、東日本大震災発生直後の平成２３年４月１日から、区内への避難者に対して、

原則利用者負担なしで区民と同様のサービスを提供しており、平成３０年４月１日以降は、

「岩手県、宮城県、福島県の各県において応急仮設住宅の供与が延長となっている地域か

らの避難者」を対象として支援を実施している。 

令和８年３月３１日をもって、応急仮設住宅の供与が終了することに伴い、下記のとお

り支援を終了する。 

 

記 

 

１ 現在の支援対象者 

応急仮設住宅の供与期間が延長となっている地域（福島県大熊町、双葉町）からの避

難者２８名 

 

２ 令和６年度の支援実績（令和６年１２月末時点） 

（１）証明書発行手数料の免除：３件 

（２）区営自転車駐車場利用料の免除：１件 

 

３ 令和７年度の対応 

（１）現在の対象者への支援を令和８年３月３１日まで継続する。 

（２）対象地域からの避難者に対する応急仮設住宅の供与期間が令和８年３月３１日で終

了することに伴い、同日をもって支援を終了する。 

 

４ 区内避難者への周知 

令和７年３月中に通知する。 


